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鰻は じめに 

SNS ( ソーシャルネットワーキンバサ @ ビス ) とぼ、 

相互リンクなどによってインターネット 上に人々の「 つ 

が がり」を構築し。 社会的ネット プ 一タ を 提供ずるウ ェ 

ブサービスを 指す。 日本における SNS は、 2004 年に 

G 沢 E 砂と 欝 i 吏 2 がサービスを 開始して以来、 順調に登録 

者数を増加させている。 

総務省が 牙 006 年 4 月に行った調査によれば、 2006 

年度。 - 明末の時点で 日本国内の SNS 登録者数は 、 のべ 

約 716 万人にの ぼ る。 宏 005 年 8 月末時点での 同様の調 

査でぼ 約 1 れ 万人という結果が 出ており、 一年間でおよ 

そ 7 倍近い伸びを 記録したことになる。 2006 年 2 月末 

時点での日本のインターイソト 利用者数は約 7362 万人 

であ り、 そのうちのおよそ 工 0 人に 1 人がなんらかの 形 

で SNS を利用している 計算となる。 

⑧ SNS のシステム 

SNS のシステムの 最大の特徴 は 、 実際の友人あ るい 

はインタ一本 ソト 上で知り合った 友人に対し、 相互承諾 

に基づき SNS サイト内で固定的な 相互リンク関係を 構 

築し、 社会ネットワークを 構築。 拡大していく 点にあ る。 

そのほかにも、 同窓生や同様の 関心を持つ集団で 形成す 

る 「コミュニティ」、 他の登録者に 対してメッセージを 

送信する「メール」、 ウェブロバと 同様の形で日記など   

を公開する @ 日記」といった 機能を各 RNR は一般的な 

機能として実装している。 また、 GR 軋 E や禰ユ 氾をはじ 

l 2004 年は月に株式会社化し、 グリ - 株式会社を設立。 
U 祝し : 五 %p://gre 錦鮒 
' 株式会社イ ー 。 マーキュリ ーが 運営 、 その後株式会社 

ミタシ」 に社名変更。 U 配し : 鮭も py/ 睡ぇぬづ P/ 

めとする複数の SNS は、 新規登録にあ たっては会員か 
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簿 GRE ヨ 

本研究では、 国内における 招待 制 SNS として田上 ぬ 

に次ぐ 2 番目の登録者数を 持つ G 軽軽 E を運営するバリ 

一株式会社に 対し、 特に SNS の上でどのような ニーザ 

一間での秩序が 形成されているかという 点について、 ヒ 

アリングなどのケーススタディを 行った。 G 翼宜ヨ は 

2006 年 9 月現在、 登録者数約 40 万人、 一日当たり 250 

万のぺージビューを 抱えている。 

他の SNS と比較した際に、 G 臆 EE のサービスは⑧有 

名大学卒業者など。 比較的 高 学歴なユーザー 率が高い② 

携帯電話などモバイル 機器との連携により、 現実世界と 

の 親和性を図っている③「 G 宝 E 瓦 キャリア」など、 ユー 

ザ一に向けた   清報 発信を積極的に 行っている④動画の 

投稿を可能にしている⑤コミュニティのほかに、 キーワ 

ー - ド 登録によって 同様の関心を 持つユーザ一間のつな 

がりを高めている、 などの特徴があ る。 

覇 G ③ E 球 SNS) の特異性 

G 乱瓦瓦 ⑱ N 勧の特徴として 特に注目したい 点が、 フレ 

ームや違法行為といった。 オンラインコミュニティを 運 

営する中で頻繁に 生じるトラブル 類の少なさであ る。 数 

年前から注目を 集めている 2 ちゃんねる掲示板などでは、 

ュ 一ザ一同士の 激しいフレーム、 あ るいはプライバシ 一 

の漏洩や脅迫などの 違法行為が、 あ る種の社会問題とし 

て取り上げられるという 状況が続いている。 
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これに対し、 G 化 EE をはじめとする RNR においては、 

多くのユーザー 泣かなりの程度まで 居住地域や勤務先、 

メールアドレス、 出身校や人間関係といったプライバシ 

ーを公開しており、 またコミュニティの 掲示板には多く 

の書き込みがあ り、 活発なコミュニケーションが 行われ 

ているにもかかわらず、 フレームなどの 事態はほとんど 

見受けるない。 実際、 G 軽 E 呂 ではサ @ ビス上でのトラブ 

か から訴訟に至ったケースはこれまでに 1 件も生じてい 

ないという。 aU 珂軋 ではュ一 ザ 一対応として 専任のサ ボ 

一 トスタッフを 1 名置いているが、 そこに届けられる 相 

談は 。 サービスの問い 合わせなどが 週に数十件あ るが、 

迷惑行為や他人へのなりすましといった 問題のあ る ュ 

一ザ 一の報告などはその 半分にも満たないという。 こ う 

したサービス 運営上問題のあ るユーザ一に 対してぼ 、 ス 

タッフによる 状況の確認後、 警告、 サービス停止、 アカ 

ウント削除などの 対応を適切に 行っており、 その結果と 

してユーザーを 主体としたコミュニテ ィ の自浄作用が 

機能している。 

鱗 ソーシャルキヤピタル と 継続的関係性 

それで は 、 このようにインターネット 上の秩序形成に 

わゆる「ハード」 な 資本と対比される、 活発な交流にも 

とづく豊かな 人間関係などの、 社会に蓄積される「ソフ 

ト」 な 資本を示す。 ソーシャルキヤピタルが 豊富に存在 

する都市空間とそうでない 都市空間では、 犯罪の発生率 

や社会政策の 有効度合いなどにおいて 大きな差異があ 

ることが、 多数の実証研究によって 明らかにされている。 

ソーシャルキャピタルの 本質は、 端的にいえば、 コミ 

ュニティにおける 人間同士の「関係」であ るといえる。 

そしてその形成。 蓄積のためには、 人間同士のインタラ 

クションが活発であ ることはもちろん、 それが一定の 相 

手 との間で「継続的に」行われることが 重要となる。 

インターネットは、 これまでのコミュニケーションが 

持っていた物理的。 時間的。 距離的限界を 乗り越え、 世 

界中の人間が 自由にコミュニケーションを 行うことを 

可能にしたという 意味で。 人間同士の関係をこれまでに 

ない水準まで 豊かにしたという 側面を持つ。 しかし一方 

で、 そのコミュニケーションは、 成員が存在する 物理的 

な場所に縛られないことや、 他のオンラインコミュニテ 

ィへの移動が 現実的な空間と 比較して容易であ るとい 

った要因により、 多くの場合継続性を 持たず、 - 時的な 

関係に終わってしまうことが 多い。 このような一時的な 

おいて、 SNS という空間が 際立つた特徴を 示している 

の ほ なぜか。 ここではまず、 現在社会のガバナンスにお 

ける重要要素として 社会科学の多様な 分野から関心を 

集めている r ソ - シャルギャピタル ( 社会関係資本 ) 」 

概念のレビュ - と 、 その理論の RNR への適用を行う。 

ソ @ シャルキヤピタルの 概念は、 米国の都市 / 社会学 

コミュニケーションが 中心であ るインターネット 上で 

は、 ソーシャルキヤピタルの 構成要素であ る規範や社会 

的信頼が構築され、 維持されることは 難しい。 

その点において、 ユーザ一同士の 継続的な相互リンク 

関係を中心として 構成される SNS のネットワーク は 、 

SNS 上にソーシャルキャピタルが 形成されることを 促 

者であ るジェイ コフ ス 8 によって 1960 年代に社会科学 

への導入がほじめられた。 その後、 政治学者のパット ナ 

進 する大きな要因となっていると 考えられる。 どのよう 

な行為や発言や 活動、 コミュニゲーションを 行う場合に 

ムが 、 イタリアの北部と 南部における 社会政策の有効度 おいても、 継続性を双提としたュ 一 ザ一 との関係、 あ る 

合いの相違を 研究した「哲学する 民主主義」の 中で中心 いはそのような 相手に ; 見られている」という 感覚が、 

的概念として 用いたことから、 広い理解を獲得するに 至 SNS 上でのフレームや 不適切な行為を 抑制しているこ 

った 。 とが見て取れる。 

パットナムは。 ソーシャルキヤピタルを ; 相互利益の さらに、 インタ - ネッ㌃の活用においては、 地理的。 

ための調整と 協力を容易にする、 ネットワーク、 規範。 物理的制限を 無効なものとした 側面が主に注目を 集め 

社会的信頼のような 社会的組織の 特徴を現す概念。 」と てきたが、 近年、 特 @ こ SNS 上において。 「東京都港区」 

定義している。 これほ、 物的資本や人的資本といったい や「埼玉県川口市」といった、 特定の地域に 居住してい 

る 、 あ るいは勤務している 人間が集い、 コミュニケーシ 

s こ acobs(1961) ョンを行うコミュニティが 活況を呈している。 こうした 
4 P 翌た na ① (199-i ノ 

  



地域コミュニティ は 、 地理的な条件を 活かして活発なオ 

フライン会合 ( オフ 会 ) を開催しているものも 多く、 こ 

のような SNS の持つインターネットの 地域性への回帰 

が、 ユーザ一間の 関係の継続性をより 強化していると 見 

ることもできるだろう。 

鰯 実名と匿名、 あ るいは 顕名 

も う ひとつ、 SNS の秩序特性の 要因として重要なの 

が、 SNS というアーキテクチャが 持つ一定の「実名性」 

であ る。 通常、 インタ一孝 ット 上の掲示板などにおいて 

ほ発言は匿名によって 行われ、 ュ一 ザ一は それぞれの 発 

言や活動に対してなんらかの 規範的。 制度的責任を 負う 

という意識が 希薄であ るため、 フレームや違法行為が 行 

われやすいとされている。 

法学者の白田秀 彩 は、 古代から現代に 至るまでの人間 

社会において、 秩序 ( 法制度のような 形式的なものから、 

規範のような 非形式的なものを 含む ) が適切に形成され 

るためには実名による 議論が不可欠であ ったとし、 今後 

インターネットが 社会生活においてより 重要な役割を 

担 う ようになるなかで、 そのうえにおいてもしかるべき 

秩序を形成していくためには、 一定の実名性の 導入が必、 

要であ るとしている 5 。 

SNS のアーキテクチャは 、 必ずしも完全な 実名性を 

強制するものではない。 SNS に実名で登録を 行 うュ一 

ザ 一の 数は 限られているし、 当然、 一人の人間が 複数の 

アカウントを 所有することも 可能であ るため、 SNS 上 

で匿名での活動を 行うことは原理的には 不可能ではな 

L@6 。 しかし SNS で は 、 先に挙げた 他 ㏄ユーザーとの 現 

美 的関係を含めた 継続的関係や 、 別のアカウントを 取得 

するためにかかる 手間などの匿名で 参加するためのコ 

ストが、 インターネット 掲示板などと 比較して高いもの 

となっているために。 すくなくとも ニーザ一 側の意識と 

して @ 完全な匿名」という 意識を前提として 活動するこ 

と @ ま与 - く           

この、 完全な匿名ではないが、 必ずしも実名ではない 

という状態を、 ここでは「 顕名 7 」という言葉で 表現し 

たい。 また、 ユーザー登録を 行 う ためにほすでに 会員と 

なっているユーザーからの 招待状が必要であ るという 

仕組みも、 顕名 性の実現に大きな 影響を及ぼしていると 

考えられる。 

また近年、 先述のソーシャルキャピタル 論などを基盤 

として、 ネットコミュニティにおいて 信頼や規範、 あ る 

いは自発的な 協業などが生成するメカニズムを 理解し 

ょうとする研究も 多く行われている。 社会学者のコロッ 

クは、 ユーザーがオンラインコミュニティに 対して積極 

的な貢献を行 う 動機となる要因として 以下の 6 つを指 

摘 している 8 。 

①一般化された 互酬 制への期待 

②オンラインコミュニティへの 愛着や関与 

③他者への共感的関心 

④アイデンティティの 表出 

⑤自己効力感 

⑥コンサ マ トリー性 

これらの要因のうち、 すくなくとも②④⑤の 実現にお 

いては、 これまでに指摘してきた RNR が持つ @ 継続的 

関係」や「 顕名性 」といった特性が 大きく関与するもの 

と考えられる。 

本稿ばおもに SNS 上における「秩序」に 焦点を絞っ 

たものであ るが、 同様の間 意識は、 インタ一孝 ット上 

の協業的価値生産。 あ るいはシェアリングエコノミー 9 

@ 有 経済 ) といった 、 新しい経済システムの 側面にも 

向 げられるべきであ ろう。 

翻 情報政策へのインプリケーション 

総務省の㌃清韓フロンティア 研究会」は 2005 年に、 

ITC を利用した次世代社会のあ り方を構築することを 

目的として、 インタ - ネ ツド の実名的な利用を 促進する 

ことを盛り込んだ 報告書を提出した @0 。 この報告書に 対 

して は 、 一部メディアなどの 報道により 「政府がインタ 

7 インターネット 掲示板などで は 、 これを ニ 固定ハシド   

5 白田 (2006)     ( コ テハンⅡとして 表現することが 多い。 

s 場合によっては 当然、 博アドレスによる 追跡などの手 8 Ⅹ 0 ぇ王 cock(4999) 

段により、 ュ一 ザ一 を追跡することほ 可能であ る。 この g Benkle ガ (2006) 

点は他の ウ ェブサービスでも 同様であ る。 ， 0 総務省 ゆ 00% 
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一 ネットの匿名性を 禁止しようとしている」といった 見 

解が流布し、 インターネットュ 一 ザ一 を巻き込んだ 騒動 

が生じるという 事態が生じた。 

後に総務省からの 再度の発表によって 示されたよう 

に、 この報告書は 匿名性そのものに 反対する見解ではな 

く、 自由な言論空間としてのインターネット 上の匿名性 

の 重要性を認めつつも、 より豊かなインタ 一孝 ット の活 

用を実現するために、 主に学校教育などの 場面において。 

選択肢としての 実名的な利用の 価値を再検討していこ 

う とするものであ った。 

インターネット @ こ 対して政府が 一方的な規制を 行う 

べきではないという 主張は 、 バ 一ロ ヴ などのいわゆる 

「サイバ - スペース独立派」 @ こ よって繰り返し 主張され 

てきた。 このような極端な 立場ほ別としても、 発言や活 

動の匿名性そのものほ、 そもそも民主主義と 自由社会の 

重要な構成要素であ り、 今後も維持されていくべきであ 

ることほおそらく 間違いない。 

しかしこれまで 本稿で述べてきたよさに、 「 顕名性 」 

やそれがもたらす「長期的関係」、 @ ソーシャルキヤピタ 

ル」は、 インターネットに 対して匿名でほ 困難な秩序の 

形成や、 協業的生産といった 新しい地平を 切り開く大き 

な可能性を持つ。 

韓国においてほ、 インタ - ネットにアクセスする 際に 

ほ政府によって 付与された国民番号が 求められる仕組 

みを取り入れており、 原則的には匿名のインターネット 

利用という形態は 存在していない。 総務省の報告書に 対 

するインターネットュ 一 ザ 一の反発も、 こうした規制の 

導入に対する 警戒心の表れであ ったと考えることがで 

きよう。 

こうした状況の 中で。 SNS という仕組み ぼ 、 ユーザ 

ーが自らの意思で 選択可能な、 しかもそれが 市場べ ー ス 

で構築されているという、 インターネット 上の自生的な 

r 頭 名 レイヤー」を 実現している。 匿名であ るからこそ 

実現されるインターネットの 価値、 顕 名 であ るからこそ 

実現されるインターネットの 価値の双方が 存在するこ 

とを認識した ぅ えで、 ユーザーが誰の 強制によるもので 

もなく、 それぞれの意思で 参加可能な匿名空間。 顧客空 

間をインターネット 上に構築していくことが 重要なの 

ではないだろうか。 そこに SNS という仕組み ぼ 大きな 

可能性を拓いている。 

簿 今後の展望 

本稿はこれまで、 インターネット 上の秩序における 

SNR が持っ特異性、 そしてその要因を、 G 茸 EE への ケ 

一 ススタディをもとに、 主に理論的な 側面から検討して 

きた。 今後はユーザーへの 規範的意識の 聞き取りや定量 

的調査などで、 議論を裏 付けていく作業を 行 う 必要があ 

るだろう。 

SNS @ こ かんする研究としては、 これまでもネットワ 

ーク分析の方法論による 研究などが存在しているが、 秩 

序や規範という 側面を対象としたものほ 数少ない。 SNS 

が一層の普及を 見せるなかで。 より豊かなインターネッ 

トの利用と情報社会の 基盤となる、 秩序問 

いくことほ、 一定の意義があ ると考えられる。 
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